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投資環境の改善
（１）
　：被災地域への
投資要件の緩和、
拡大

①PFI法
－

被災地域への投資環境改善の
ための緩和措置を要望しま
す。

①[PPP・PFIの民間参入の促
進]
民間事業者の参入を促進する
入札制度の見直し

②[外資系企業の積極的参入誘
致]
水産業の積極的誘致として、
役員要件の緩和（船舶法）

①[PPP・PFIの民間参入の促進]
民間事業者の参入を促進する入札制度の見直
し。競争入札・プロポーザル以外に、迅速な事
業立ち上げ、質の高い事業立ち上げを目的
に、”競争対話方式”の導入。
　⇒実施理由：大規模で広範囲にわたる被災地
域にて、国・自治体と民間の力を総動員するこ
とが求められる。被災地の雇用にも繋がる
PPP・PFI方式を効果的に活用するスキームの構
築が必要。

②[外資系企業の積極的参入誘致]
水産業の積極的誘致として、役員要件の緩和
（船舶法）
「日本船舶において役員の2/3以上を日本人と
する」要件の緩和。
　⇒実施理由：水産業の盛んな北欧諸国等の受
け入れ誘致により、大規模な水産業の発展にも
貢献しうる。

E －

①　被災地においてＰＦＩ事業
の活用促進を図るため、今年度
創設したＰＦＩ専門家派遣制度
等を活用し地方公共団体等のＰ
ＦＩ事業の立ち上げ支援を積極
的に図る予定。
　また、民間事業者の参入を促
進する入札制度の見直しについ
ては、本年５月のＰＦＩ法改正
により、民間事業者の提案制度
及び技術提案制度を導入したと
ころ。これらの制度の円滑な施
行などを進め民間事業者の参入
促進を図ることとしている。

右の提案主体から
の意見を踏まえ、
特に、本年5月改正
のＰＦＩ法におけ
る「民間事業者の
提案制度」が、仕
様書作成段階から
民間事業者からの
意見提案や事業計
画提案が実現可能
になっているもの
なのか、回答され
たい。

要望しておりました「競争対話方
式」の趣旨として、仕様書作成段
階から、民間事業者からの意見提
案や事業計画提案が5月の改正PFI
法にて実現可能になっているとの
理解であれば、問題なく思いま
す。

1点だけお願い事項がございます。
いただいた「被災地においてＰＦ
Ｉ事業の活用促進を図るため、今
年度創設したＰＦＩ専門家派遣制
度等を活用し地方公共団体等のＰ
ＦＩ事業の立ち上げ支援を積極的
に図る予定」の内容について、現
段階の構想や方針等の内容を教示
いただきたく存じます。

Ｄ －

　仕様書作成段階からの、民間
事業者からの意見提案や事業計
画提案については、本年５月の
ＰＦＩ法改正により、民間事業
者の提案制度として、ＰＦＩ事
業者の実施方針の策定の提案に
対して国・地方公共団体等が応
答する制度を導入したところで
あり、また、技術提案制度とし
て、民間事業者の選定にあたっ
ての技術又は工夫の提案を可能
としたところであり、これらの
制度により提案されたい。
　また、ＰＦＩ専門家派遣制度
等については、本年秋口をメド
に体制を整備していくこととし
ている。
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